



Ⅰ は じ め に
Ⅱ 弁護士分布と相関する変数としての県内総生産
Ⅲ 弁護士分布と県内総生産の関係
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⚖） 本稿では北海道の弁護士数は，札幌弁護士会のみならず，旭川弁護士会，函館弁護士会，釧







⚗） 弁護士数のデータは最新で 2019 年のものが利用できたが，本稿執筆時に入手できた県内総
生産と県民所得の最新データが 2014 年のものだったため，2014 年を最新の基準年とした。
⚘） 中小企業庁のこのデータは，総務省が 2014 年 11 月 30 日に公表した，「平成 26 年経済セン
サス-基礎調査」に基づいて分析したとされているが（http://www.chusho.meti.go.jp/koukai/
chousa/chu_kigyocnt/2016/160129chukigyocnt.html，2018/6/27 アクセス），E-Stat で公表さ




















































題が存在していることを示唆している（畑農・水落 2017: 19-25 参照）。
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17） 多重共線性については，佐和（1979: 161-169），マダラ（2001＝2004: 321-361），小島・山
本（2013: 56-58, 84-87），杉野（2017: 154-159），浅野・中村（2009: 113-124），ストック＝ワ






















































































⚓ ま と め
弁護士分布と相関する変数の中では，県内総生産が最も総合的な指標であ
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ブル崩壊直前）である。2001 年は 1990 年代後半の不況と経済システム不安を
経た低成長期であり，他方，司法試験合格者数が上昇し始めた時期である。
2014 年は司法試験合格者数が 2007 年以降約 2000 人水準を維持したあと減少










出所：弁護士数は棚瀬（1987: 3）の表⚑，県内総生産は内閣府・統計表・県民経済計算（昭和 30 年度-
昭和 49 年度）（1968SNA，昭和 55 年基準計数），統計表，総括表，県内総生産（＝県内総支出（名
目））（http: //www. esri. cao. go. jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/ contents/main_68sna_s30. html，
2018/09/15 アクセス）による。
［図⚑］ 弁護士数と県内総生産の散布図（1974 年)













出所：弁護士数は『弁護士白書 2010 年版』62 頁，県内総生産は内閣府・統計表・県民経済計算（昭和
50 年度-平成 11 年度）（1968SNA，平成⚒年基準計数），統計表，総括表，県内総生産＝県内総支出




大きな変化がある点に注意する必要がある。1974 年から 1980 年にかけて，ま
た，1980 年から 1990 年にかけて横軸の県内総生産の水準は大きく変化した。
例えば，東京の県内総生産は約 24 兆円から約 40 兆円を経て約 84 兆円に達し
ている。これは，経済成長とインフレに由来する。他方，1990 年から 2001 年
を経て 2014 年まで，横軸のスケールはほとんど変わっていない。経済の停滞
とデフレのためである。縦軸（弁護士数）のスケールは弁護士急増を反映して





出所：弁護士数は『弁護士白書 2010 年版』62 頁，県内総生産は内閣府・統計表・県民経済計算「平成
⚒年度―平成 15 年度（93SNA，平成⚗年基準）の「総括表 県内総生産＝県内総支出（名目）」
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［図⚔］ 弁護士数と県内総生産の散布図（2001 年)
注：沖縄を含む。弁護士数は 2001 年 12 月末日現在。
出所：弁護士数は『弁護士白書 2004 年版』23 頁，県内総生産は，内閣府・統計表・県民経済計算「平
成 13 年度―平成 26 年度（93SNA，平成 17 年基準計数）の「総括表 県内総生産（名目）」（http://









31） 外れ値の形式的診断基準は種々あるが（例えば，佐和 1979: 133-140，上田 2002: 84-90，







出所：弁護士数は『弁護士白書 2016 年版』35 頁，県内総生産は，［図⚔］と同じ。なお，「県民経済計
算（平成 18 年度-平成 27 年度）（2008SNA，平成 23 年基準計数）」が公表されているが，2001 年度と








である（佐和 1979: 169-171，浅野・中村 2009: 41-45，ストック＝ワトソン 2007＝









を求めると，1974 年 1.241％（回帰係数の標準誤差 0.072，⚑％水準で有意，決定
















36） ストック＆ワトソン（2007＝2016: 240）の表現によった。例えば，佐和（1979: 169）は線
形対数（log-linear）モデル，浅野・中村（2009: 42），鹿野（2015: 122）は対数線形モデル，畑
農・水落（2017: 202）は両対数形（別名，対数線形モデル）と呼んでいる。
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係数 0.871），1980 年 1.284％（回帰係数の標準誤差 0.069，0.1％水準で有意，決
定係数 0.886），1990 年 1.198％37)（回帰係数の標準誤差 0.079，0.1％水準で有意，
決定係数 0.836），2001 年 1.338％38)（回帰係数の標準誤差 0.078，0.1％水準で有











































































43） 東京と大阪を結んだ直線の変遷を見ると，1974 年が Y＝－ 3723.889 + 366.568X，1980 年
は Y＝－ 2829.240 + 203.995X，1990 年は Y＝－ 1489.806 + 92.455X，2001 年は Y＝－
































































































畑農・水落（2017: 204-209, 215-216），山本（2015: 54-73），鹿野（2015: 117-136）などを参照
した。












弁護士数を Y，県内総生産を X，多弁護士数地域ダミーを Dとし，切片を


























































2011-2017: 73-76，森田 2014: 64-67）。
②広域と③広域を区別しないモデルⅠも排除されないが，②広域と③広域を
区別する他のモデルが排除されない限り，従たる位置を占める。
そこで，次に，1980 年，1990 年，2001 年，2014 年のデータを用いて，⚓つ
のモデルが維持されるのか，とりわけ，②広域と③広域を区別することが統計
的に排除されないかについて検討する53)。







50） 95％信頼区間は下限が 35.324，上限が 92.879。区間推定についての理解しやすい説明として
杉野（2017: 41-50, 72-73, 118-121, 133-136）参照。
51） 多弁護士数地域と少弁護士数地域の間に存在する，県内総生産では表現されない地域特性
（個体効果と呼ばれる）によって弁護士数の水準（定数項）が異なっていると解釈される。
52） モデルⅣの回帰式において D＝1 が②（多弁護士数地域）であり，その時，Ｘの回帰係数は
21.926 ＋(21.022 × 1)＝ 42.948（四捨五入して 43）である。D＝0 が③（少弁護士数地域）で
あり，その時，Ｘの回帰係数は 21.926 ×(210.022 × 0)＝ 21.926（四捨五入して 22）である。
53） 各年における⚔つのモデルの維持可能性を中心に見るので，県内総生産の実質値ではなく，
名目値を用いた。





























































55） 95％信頼区間は下限が 41.972，上限が 50.712。
56） 信頼区間の重なりを見ると，重なりがないのはモデルⅠの 1974 年から 1980 年にかけて，
1980 年から 1990 年にかけて，2001 年から 2014 年にかけて，モデルⅡの 1974 年から 1980 年に
かけて，1980 年から 1990 年にかけて，2001 年から 2014 年にかけて，モデルⅣの②広域の










多弁護士数地域ダミー変数（定数項ダミー）の係数は 1980 年から 1990 年にか













このモデルⅡを採用するならば，1980 年から 1990 年にかけては，構造が平
準化（県内総生産の差が弁護士数の差をもたらす程度の低下）したもののベースの








58） 1974 年だけは②と③の限界効果の 95％信頼区間は重なる部分がある。










と，2014 年で⚑兆円当り 18 名であり，2001 年の 12 名をかなり上回った。③
の限界効果の伸びが相対的に大きいが②との差は依然として大きい。しかしな
がら，2014 年は限界効果自体の値が大きく上昇しているので，②と③の距離










































公表されている県民経済計算では，1974 年から 2014 年までを共通の基準年
で一貫させた実質県内総生産データは存在しない61)。そこで，1974 年，1980
年，1990 年は平成⚒年基準の実質県内総支出62)（但し 1974 年のデータは得られ
ないので 1975 年の値で代用）を用い，1990 年と 2001 年は平成⚗年基準の実質
60） 先に示したモデルⅣの回帰式 ＋ において， として計算
した時の の係数（ ）が多弁護士数地域の限界効果であり， として計算した時の
の係数 が少弁護士数地域の限界効果であるので， すな
わち交差項の係数である。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































2001 年はほとんど横ばい（⚙～12）であり，2014 年に 18 弱にはね上がってい
る。形式値の分析結果と同様である。②の限界効果が③のそれと比較して何倍








61） 公表されている政府の県民経済計算統計では，1974 年から 2014 年までを連続させた実質県
民総生産のデータを利用することはできないので，1974 年，1980 年，1990 年は平成⚒年基準の
1968SNA によるデータ（実質県内総生産ではなく実質県内総支出で代用）を用いて比較し，
1990 年，2001 年は平成⚗年基準の 1993SNA によるデータ（実質県内総生産ではなく実質県内
総支出で代用）を用いて比較し，2001 年，2014 年は平成 17 年基準の 1993SNA によるデータ
（実質県内総生産）を用いて比較する。なお，1974 年の実質県内総支出データ（1968SNA）は入




であり，Z ＞ 0 なら交差角は拡大，Z ＜ 0 なら交差角は縮小したことを示
す。




ら 1990 年にかけて拡大したものの，1990 年から 2001 年にかけて縮小し，さ
らに 2001 年から 2014 年にかけて縮小している。交差角のタンジェントの差
（式(1)のＺ）は確率的な値であるが，点推定値にもとづく交差角の動きを基準




一貫して拡大している。その意味で両広域の距離は 2001 年から 2014 年にかけ
ても拡大した。しかしながら，両広域で限界効果が異なると仮定するモデルⅣ
によれば，両広域の隔たりは⚒つの回帰直線の交差角で示され，それは，1980
年から 1990 年にかけて拡大した可能性があるのに対して，1990 年から 2001
年，2001 年から 2014 年にかけては縮小した可能性がある。いずれが妥当なモ
デルだろうか。











































































































モデルⅠに基づいて，2001 年と 2014 年の散布状況を重ね合わせたのが［図
11］である。この散布図は，2001 年と 2014 年の実質県内総生産と弁護士数の




［図 11］ 多弁護士数地域と少弁護士数地域の弁護士数と実質県内総生産の散布図（2001 年と 2014 年)
関係を一枚の図で表しており，それぞれの時期のモデル⚑の回帰直線が記入さ





















すると，どのモデルでも，1974 年から 1980 年に上昇したが，1990 年で一度低
下し，2001 年で回復，2014 年で最も高くなっている（［表⚗］）。1974 年の各モ
デルの決定係数も 0.867～0.928 で高いが，2014 年になると 0.914～0.965 と
63） 決定係数は，従属変数の観測値の平均値からの乖離の総平方和のうちモデルによって説明で
きる平方和の占める比率であり，分散説明率とも呼ばれる（南風 2002: 61-62, 204-205，杉野
2017: 123）。

















したがって，どのモデルにおいても，1974 年から 1980 年にかけて決定係数
が上昇した後 1990 年にかけて決定係数が低下したこと，及び，2001 年から
2014 年にかけ決定係数が上昇したことは，回帰直線が経済法則を表現してい
るとすれば，それに合致する程度が，1974 年と 1980 年を比較すると高まり，











65） 外れ値が一つ（福岡）あるが，標準化残差は 3.179 であり，パラメータ推定値を大きく歪ま
せる程ではないと考える。
66） 1974 年から 1980 年にかけては決定係数が上昇したことの説明は難しい。2001 年，2014 年
と異なり，弁護士供給の増加率が高まったわけではないが，石油危機の影響による経済の停滞
が影響しているかもしれない。

















⚓ ま と め
1974 年のデータ分析から浮かび上がった⚒グループ（東京・大阪以外の多弁
護士数地域，少弁護士数地域）は，各年のモデルⅡ，Ⅳの推計結果が示すよう
に，1990 年，2001 年，2014 年においても統計的に区別される存在である。
東京・大阪以外の地域についてみると，モデルⅠ，Ⅱ，Ⅳのいずれを採用し





















































































Ｙとすれば，多弁護士数地域，少弁護士数地域それぞれの回帰直線は Y ＝ aX ＋ b と表され
る。但し，a＞0，b＜0 である（a＞0 は明らかであり，県内総生産が一定額になると弁護士が
出現するので X 切片は正，すなわち，－ b/a＞0。故に b＜0）。この時，Q＝Y/X＝a ＋ b/X。
この分数関数は，Y/X を Yʼ とおけば，Yʼ＝a と Yʼ 軸を漸近線とする直角双曲線の X＞0 の部


















































73） 1974 年と 1980 年は沖縄を含まない。また，1974 年の実質県内総支出の原データにおいて福
島，埼玉，岡山が欠損しているので，1974 年はこの三県も含まない。
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に示している。⚓広域とも共通して，1980 年から 1990 年にかけて低下した
が，1990 年から 2001 年にかけては上昇し，2001 年から 2014 年にかけてさら
に上昇した。少弁護士数地域の 2001 年への上昇はわずかであるが，2001 年か
ら 2014 年にかけては大幅に上昇している。多弁護士数地域も 2001 年から
2014 年にかけて大幅に上昇している。











他方，1990 年から 2001 年を経て 2014 年にかけては，経済の停滞期・デフ
レ期であり，かつ，毎年の弁護士増加数の上昇が始まり（［図 14］），とくに 21
世紀に入ってからの急増が顕著である。その結果，弁護士密度の中央値は回復
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注：各年⚓月 31 日現在の正会員数。
出所：日本弁護士連合会編著（2015: 42）資料 1-1-2 のデータに基づき計算，作成。濱野（2018: 248）［図
⚒］を再掲。





















いる。1974 年は次の 1980 年との間隔が短く，かつ欠測値が多いため省略した。
出所：［表⚘］と同じ。
地域との格差ともに，1980 年から 1990 年に縮小し，1990 年から 2001 年には
拡大したものの，2001 年から 2014 年には再び縮小した。先に示したモデルⅣ
において，2001 年から 2014 年にかけて多弁護士数地域と少弁護士数地域の接






の，経年的な動きは両者で類似しており，1980 年から 1990 年にかけて係数は
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［図 17］ 全国の弁護士密度（2014 年)
出所：［表⚘］と同じ。
出所：［表⚘］と同じ。
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出所：［表⚘］と同じ。
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［図 21］ 弁護士密度と実質県内総生産の散布図（2014 年)
出所：［表⚘］と同じ。
が外れ値的位置にあり，他はほぼかたまっているが，弁護士密度にはなお差が

























ばり（格差）も，1980 年から 1990 年にかけて広がったが，1990 年から 2001
年にかけて縮小し，さらに 2001 年から 2014 年にかけて小さくなった。近年の











し，21 世紀に入って加速したが，一時的に 1990 年から 2001 年にかけて⚓広




















これは，本稿が調べた 1974 年以来の変化の中で，2001 年以前との顕著な差
異である。それをもたらした供給側の要因の一つは，言うまでもなく司法試験





小がもたらされたプロセスを示したい。あわせて，一時的に 1990 年から 2001






本稿の広域区分に即して，1980 年，1990 年，2001 年，2014 年の弁護士数の
分布とその変動を示したのが［表 14］と［図 22］～［図 24］である。
［表 14］と［図 24］が示すように，1980 年から 1990 年にかけて，毎年の司
法試験合格者数につき 1960 年代後半以来の水準である 500 名程度が維持され
ていた時期と比較すると，1990 年から 2001 年にかけては弁護士数の毎年の増
加数が緩やかに上昇を続ける中で，広域間の競争上有利な東京・大阪への弁護
士供給が相対的に増え，これに対応して，多弁護士数地域，少弁護士数地域へ








弁護士数地域とも 1980 年代の 10 年間よりも多く増加したが（［図 23］），増分
に占めるシェア（増分シェアと呼ぶ）は低下し（［図 24］），東京・大阪に食われ
た形である。多弁護士数地域，少弁護士数地域ともに増分シェアは低下した












域の増分シェアも 2001 年から 2014 年にかけて上昇したが（23.0％），1980 年
から 1990 年にかけてよりは低い水準にとどまった。



















いが，2007 年から 2014 年まで司法試験合格者数を約 2000 人に抑えていた影






ら 1990 年にかけて，ともに縮小したが，ともに 2001 年に拡大した後，2014
年に再び縮小し，両広域は接近した。上で示した弁護士供給の広域別の展開を












































1990 年代後半から徐々に弁護士増加政策がとられ，さらに 21 世紀に入って大
幅な増加が実現したことはより大幅な弁護士密度の上昇をもたらした。
まず，1980 年から 1990 年にかけての特徴は，東京・大阪と多弁護士数地域



































東京・大阪 中央値 35.969 60.060 60.394 63.565 65.763 69.403
中央値の差
の比率
＋2.115 ＋3.045 ＋2.800 ＋2.512 ＋2.888 ＋2.726
多弁護士数
地域
中央値 11.548 14.847 15.893 18.099 16.915 18.627
四分位範囲 9.948 15.317 16.628 17.291 15.602 16.558
四分位範囲
係数
0.861 1.032 1.046 0.955 0.922 0.889
少弁護士数
地域
中央値 2.883 3.986 4.287 4.807 4.577 4.926
中央値の差
の比率
－0.750 －0.732 －0.730 －0.734 －0.729 －0.736
四分位範囲 2.244 3.756 3.790 3.974 3.635 4.582
四分位範囲
係数













［図 25］ 弁護士密度の増減分と実質県内総生産の増減分の散布図（1980 年から 1990 年)
注：Δ弁護士密度（1980 年～1990 年）は，1990 年の弁護士密度から 1980 年の弁護士密度を引い
た値。Δ実質県内総支出（1980 年～1990 年）は 1990 年の実質県内総支出（平成⚒年基準）か
ら 1980 年のそれを引いた値。
出所：［表⚘］と同じ。






これに対して，［図 27］が示す 2001 年から 2014 年にかけては，［図 26］が
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注：Δ弁護士密度（1990 年～2001 年）は，2001 年の弁護士密度から 1990 年の弁護士密度を引
いた値。Δ実質県内総支出（1990 年～2001 年）は 2001 年の実質県内総支出（平成⚗年基準）
から 1990 年のそれを引いた値。
出所：［表⚘］と同じ。













［図 27］ 弁護士密度の増減分と実質県内総生産の増減分の散布図（2001 年から 2014 年)
注：Δ弁護士密度（2001 年～2014 年）は，2014 年の弁護士密度から 2001 年の弁護士密度を引い





















1990 年から 2001 年にかけて，東京・大阪と多弁護士数地域の間，多弁護士










の占める比率は 1996 年から反転して上昇し始め，2005 年ごろまで上昇は続いた。弁護士総数
に占める東京三会所属弁護士の比率は 1999 年から急上昇し，2000 年代半ばから後半にピーク
となって頭打ちとなった。
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のみならず，東京の相対的飽和をもたらし，少弁護士数地域にまで，より多数
































最小値の比の推移を示したのが，［表 16］，［図 28］～［図 30］である。
まず，［図 28］が示すように，平均値は，全国と東京・大阪を除く地域とは
ほぼ同じ動きをしており，1974 年から 1990 年にかけて低下したが，2001 年に






























で除した値。左軸は平均値，右軸は変動係数を示す。1990 年（H2 年基準）と 1990 年（H7 年基準），





























［図 31］ 2001 年と 2014 年の弁護士密度の散布図
出所：［表⚘］の出所と同じ。










［図 31］と［表 17］は，21 世紀初頭の弁護士急増期における，地域間の弁
護士獲得競争の結果，依然として残っている地域間の格差を示しているのであ
る。
⚕ ま と め
本章は，特に 21 世紀初頭の弁護士供給拡大の局面に焦点をあてて，弁護士
密度の広域間・広域内格差への影響を明らかにした。1990 年以降，それ以前
と対照的にどの広域も弁護士密度が上昇した。その中で，1990 年から 2001 年
にかけて東京・大阪と多弁護士数地域，多弁護士数地域と少弁護士数地域双方
の間の弁護士密度格差が拡大したこと，2001 年から 2014 年にそれら双方の広



























































































































93） 利用可能な統計の関係から，1955 年～1998 年は 1990 暦年基準の国内総生産（名目），1994
年～2016 年は 2011 年基準の国内総生産（名目）によった。





注：破線の 1955 年～1998 年は国内総生産（名目，1990 暦年基準），1994～2016 年は国内総生産
（名目，2011 暦年連鎖価格基準）。弁護士数（正会員数）は，各年⚓月 31 日現在。
出所：内閣府，国民経済計算（GDP 統計），統計データ，統計表（国民経済計算年次推計）の，
1955 年から 1998 年までは，1998 年度国民経済計算 （1990 年基準・68SNA），フロー編，⚑統
合勘定，国内総生産と総支出勘定による。http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/
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注：破線の 1955 年～1988 年は国内総支出（実質，1990 暦年基準），1980 年～2016 年は国内総生




2018/06/14 アクセス。平成 23 年基準支出側 GDP 系列簡易Ḫ及，内閣府，国民経済計算
（GDP 統計）統計データ，http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/h23_retroactive/




































高いことが，本文で述べた弁護士市場の構造的制約を示している。2001 年から 2014 年の増加
数と 2001 年の弁護士数の相関係数は 0.995（但し大阪が外れ値），1990 年から 2001 年は
0.999，1980 年から 1991 年は 0.994（神奈川と大阪が外れ値）であった。
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注：データの制約から 2000 年までは 10 年刻みである。1950 年～2000 年は各年⚓月 31 日現在，2001 年
～2004 年は 12 月 31 日現在。2007 年のみ⚗月現在。2005 年～2016 年は⚓月 31 日現在。
出所：1950 年から 2000 年は弁護士白書 2016 年版 35 頁，2001 年～2003 年は弁護士白書 2004 年版 23 頁，
2004 年は弁護士白書 2005 年版 69 頁。以下，弁護士白書 2005 年，93 頁，2006 年，58 頁，2007 年 105 頁，
2008 年 110 頁，2009 年 82 頁，2010 年 98 頁，2011 年 105 頁，2012 年版 123 頁，2013 年版 101 頁，2014 年
版 91 頁，2015 年 75 頁。
［図 35］ 広域別弁護士分布比率の推移（1950 年～2016 年)
しかしながら，司法試験合格者数は 2000 年代後半に約 2000 人に達した後，
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つの側面がある。従来から論じられているように（棚瀬 1987: 18-20，六本 1991:



































































Cobb, Charles W. and Paul H. Douglas（1928）ʠA Theory of Production,ʡ American





濱野 亮（2012）「日本の企業法務をめぐる伝統的条件とその変容」法社会学 76 号
103-115 頁．
――（2016）「経済社会の秩序形態（⚒・完）――二軸によるマッピングと現状診
断」立教法学 94 号 1-80 頁．
――（2018）「弁護士急増の司法アクセス政策上の意義――法律事務所分布への影響













狩野 裕・佐藤俊哉・松山 裕・竹内 啓・石黒真木夫『多変量解析の展開――
隠れた構造と因果を推理する』岩波書店，65-129 頁．


















Pashigian, B. Peter（1977）ʠThe Market for Lawyers: The Determinants of the
Demand for and Suppley of Lawyersʡ, Jouranl of Law and Economics, Vol.20, pp.
53-85.
――（1978）ʠThe Number and Earnings of Lawyers: Some Recent Findings,ʡ













Tabachnick, Barbara G. & Linda S. Fidell（2007）Using Multivariate Statistics, 5th















立教法学 第 101 号（2020)
248
